
(

任 期髙城 功

H22.12.21 名 現議員数

36.0

15,043

老齢人口割合

48,512

％

(百万円・人）

40,060

－

58.9

24,086

3,042

13,105

1,529 人口１人当り

8,243第１次 9.0

億円 就業者１人当り

計女

総生産額（Ｈ1６年度）

＜産業・経済＞

1,577市町村内総生産

住民所得

区分

58

24,506

宮本 隆典

②議会（Ｈ１９．５．１現在）

長坂 太郎議 長

人
口

区分

26

②地勢・風土等

①沿革

合計 49,68951,284

男 25,631

女

25,435

25,107

稲敷市は，茨城県の南部に位置し，北は霞ヶ浦，東は潮来
市，南は利根川，西は龍ヶ崎市に接している。
本市では，「元気，熱気，勇気，やる気 稲敷市」を稲敷市の

将来像として掲げている。

男

一部事務組合加入事業
ごみ処理 消防 火葬場 し尿処
理

地域指定

平成１７年３月２２日 合併
江戸崎町 新利根町 桜川村 東町

公営企業
上水道 下水道

＜概要＞

常住人口

161,404

95,125

①生産・所得（平成１６年度）

②産業構造

第３次

第２次 58,036

％5.1

稲敷市（いなしきし）

〈 住所 〉
029-892-0906

農業就業人口

5,318

農業産出額

従業者数

2,165

％

％

－

8,554

24,00624,582

就業人口（Ｈ１７国調）

千円

14,855

7,519

24.1

千円

（Ｈ19.3.31住基人口）⑤老齢人口割合

面積

3,301 百円

532

地方公共
団体コ－ド

ラスパイ
レス指数

93.1

304

509

Ｈ１７．４．１
（Ｈ１9．4．1）

〈 Ｈ Ｐ 〉

＜行政組織＞

〈 ＴＥＬ 〉

H17.5.1～
H21.4.30

たかぎ いさお

Ⅱ－０ 082295 178.12

〈 ＦＡＸ 〉

13,583

51,652

国勢調査

世帯数

Ｈ１２Ｈ７ Ｈ１７

25,849

14,423

④機構図（Ｈ１９．４．１現在）
26,021

一般行政職の
平均給与月額

③人口・世帯数500 442

全職員数
の 推 移 526

Ｈ１５．４．１ Ｈ１６．４．１

党 派 別

普通会計関係

公明3 自民1 無22

③職員数（Ｈ１８．４．１現在） （人）

公営事業
会計関係

全職員数
うち一般行政関係

ｋ㎡

soumu@city.inashiki.lg.jp

名

副議長

60 歳）

①長等（Ｈ１９．５．１現在）

副市長 大貫 勇 収入役

長

市章等 〒 300-0595

http://www.city.inashiki.lg.jp
0

029-892-2000

〈e-mail〉

稲敷市江戸崎甲3277-1

類型

総額・総数

％

任 期 26条例定数

％

20,196

億円

19,864
有権者数

卸・小売業
（Ｈ16．6．1）

③農業・工業・商業

（H17.1.1～12.31）

製造業
（Ｈ17．12．31）

130,100

製造品出荷額等

（人・百万円）

63,378

年間販売額
（H15.4.1～16.3.31）

591

農業
（Ｈ17．2．1）

農家数

2,009

従業者数

事業所数

3,118

186

商店数

％35.5

54.4

12,770

（H17.1.1～12.31）

3,454

根本 忠幸

地域手当
補正後
ラス指数

93.1

（市長公室）
秘書広聴課 政策審議室－秘書，広報広聴，女性行政，政策調査
企 画 課－企画，統計，情報政策
（総務部）
総 務 課－庶務，人事給与，文書法制，行政改革推進
財 政 課－財政
管 財 課－管財，契約検査
総合窓口課－市民，業務
（市民生活部）
市 民 課－戸籍
税 務 課 収納対策室－資産税，住民税，徴収
保 険 課－国民健康保険，医療福祉，老人保健，国民年金
生活環境課－環境，衛生，消防交通
（保健福祉部）
社会福祉課 保護室 人権同和対策室－社会福祉，障害福祉，保護，

地域改善対策
高齢福祉課－高齢福祉，介護福祉
児童福祉課－児童福祉，保育
健康増進課－保健予防，健康増進
（産業建設部）
農 政 課－農林水産，農政企画
商工観光課－商工労働，観光
建 設 課－土木，地積調査，住宅
道路維持課－管理，維持
都市計画課－都市計画，開発，公園管理
下 水 道 課－業務，整備，施設管理
（出納）
会 計 課－会計，審査
（水道局）
水道事務所－管理，業務，給水，施設
（教育委員会）
教育総務課－総務企画，施設管理
学校教育課－管理，学務，指導室
生涯学習課－社会教育，社会体育
（議会）
議会事務局－庶務，議事
（農業委員会）
農業委員会事務局－庶務，農業振興，農地対策
(監査委員)
監査委員事務局－監査

④有権者数（19．3．2現在）

④特産物

かぼちゃ いちご いちじく ブルーベリー ミルキークイーン
レンコン ブロッコリー 巨峰



140.3

②主な歳入・歳出（平成１７年度）

26.2

単年度収支

排水等処理率

か所

％

％

％

％

％

％

％

実質単年度収支 △ 556,614 △ 493,861

66

ごみ焼却処理率 71.7

し尿衛生処理率

上水道等普及率

- ）

区 分

実質収支 1,223,504

決算額 構成比

8.4

増減額

小学校

5,123,900

増減率

合 計（百万円・％）

浮島レイクサイド
地区まちづくり交
付金事業

43.3

公営住宅

60.8

0.7

－

1.9

11.8

16

Ｈ19
～
Ｈ23

老人福祉施設

6

5 か所

57.1

100

①主要施策実施状況

か所

戸

か所

保育所

体育館

公民館等

図書館

％

②今後の主要課題・特色ある行政等

4

か所

△ 67.1

市民の利便性の向上や地域の一体化
を図る道路ネットワークの構築

沼田西町線緊急
整備事業

H18～
H23

霞ヶ浦に面する景勝地区の観光関連基
盤の整備を図る

か所

債務負担行為支出予定額（B)

実質債務残高（C=A+B)

積立金現在高（D)

経常収支比率 90.8

－1,357,227

実質公債費比率 9.7

6,967

うち補助 1,145

△ 1,150

47.0

813

18,205

5,975

21.6

38.3

7.2

－

655

1,397

8,547

－

その他

歳 入

うち臨財債費

地方税

地方交付税

地方債

9.11,754

5,124

5,064

1,379,073

1,223,504 △ 578,497

△ 2,716

26.5

国庫支出金

Ｈ１７決算

645,007

形式収支

歳 出

区分

20,650,740

19,313

＜財政状況＞

増減率

歳 入 22,029,813 19,313,488

①決算収支

18,205,021

1,108,467

（千円・％）

△ 11.8

-

△ 12.3

Ｈ１６決算

△ 45.2

－

-

-

△ 12.3

25.4

105.1

幼稚園

中学校

＜公共施設整備状況＞（平成１７年度）

収入額

52.0

2,033,315

39.7 ）(

2,662,434

(

区分 調定額

（ 55.5

固定資産税
（構成比）

市町村民税
（構成比）

3,405,076

その他の税
（構成比）

7.4

453,307

（ ）

899

△ 6.9△ 381

道路舗装率か所

校

園

30.9

△ 2,446－

－

4.2

78.2

校

）

）

6,140,428

(

428,151

83.4

か所

病院・診療所

道路改良率1,025

4

7

施設充足率（公私
立幼稚園保育所）

－

児童館

プ－ル

735

－

うち単独

普通建設事業費 2,691

－

△ 11.8

公債費

投資的経費

1,297

3,937

扶助費

人件費

1,733

2,691

％

59.9

114.5

83.4 ％

④将来にわたる財政負担（平成１７年度）

税の徴収率（合計）

将来にわたる財政負担（E=C-D)

13,730,794地方債現在高（A)

区 分

7,908,017

15,088,021

税の徴収率（過年） 15.1

8.01,448

7,180,004

66.0

125.8

－

△ 49.3

（千円・％）

2,282,045

37.2（ ）
89.1

徴収率

⑤市町村税の状況（平成１７年度）

1,061

就業訓練室等を核とした施設整備によ
り障害者の自立を支援する

江戸崎まちなか
地区まちづくり交
付金事業

Ｈ19
～
Ｈ23

商業等が集積している中心市街地の都
市基盤について再整備を目指す

H19
障害者自立支援
センター整備事業 554

595

比率

（単位：千円・％）

金 額

％

合併効果の発揮、住民満足度の向上、個性豊かなまちづくり、地
域の活性化を基本理念において、人材を含めた地域の様々な資源を
生かした、新しい魅力と活力ある地域創造を目指していきたい。
合併による財政効果を活用しながら、市内の地域的な行政格差の

改善をすすめ、市民の必要とするサービスの充実と均等化を図ること
により、合併による新市一体化の推進を図る必要性が急務である。
まちづくりの中心となる市街地整備や道路網、交通体制、住民の利便
性向上等の観点からも、現状の分散型の庁舎活用から新庁舎建設等
が課題と思われる。
また、福祉、医療、教育等の財政圧迫等に対する改善政策、行政評

価制度導入によるムダを省いた行財政改革なども今後一層の課題で
ある。

H19
戸別受信機未配備地区を解消し情報提
供サービスの地域間格差を是正する 260

消防行政無線整
備事業

概 算
事業費

94.5

4

53

58.3

19

内 容

975

0

1

224

＜主要施策等＞

期間

（百万円）

0

6.3

14.8

346

14.8

－

△ 2,612

△ 2,953

71

9.5

名 称
7.1 9

財政力指数（Ｈ１６～Ｈ１８）

2,123 11.7

その他の経費

うち繰入金 586 3.0

百万円

③主要指標（平成１７年度）

うち繰出金

－

－

0.650

公債費負担比率 8.2 ％

税の徴収率（現年） 95.5 ％

－

区 分 指数等

標準財政規模（Ｈ１８） 11,593

歳 出

義務的経費


